





る事実上及び法律上の理由を示して法令の適用関係を記載し（税通 74 の 14 ①，行手 8，











正の理由の差替えを最高裁として初めて認めた最高裁昭和 56 年 7 月 14 日第三小法廷判決
（民集 35 巻 5 号 901 頁。以下「昭和 56 年最判」という）は，ほとんど説明をしないまま
差替えを許容しており，およそ上記の期待に応えるものではない。
　別稿（2）では，納税者の権利保護や手続的保障を要請する規定（憲 30，84）又は青色申告







　なお，平成 23 年 12 月の税制改正により，課税庁が不利益処分等を行う際に理由を付記
（1） 泉徳治ほか『租税訴訟の審理について〔第 3版〕』128～129 頁（法曹会 2018）参照。なお，課税処分後から
審査請求中までになされる理由の差替えの問題については本稿の考察対象外である。
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（3） 最高裁昭和 38 年 5 月 31 日第二小法廷判決（民集 17 巻 4 号 617 頁），最高裁昭和 47 年 3 月 31 日第二小法廷

































（5） 水野忠恒「判批」法教 17 号 77 頁（1982）は，理由の差替えの当否の問題について，総額主義の立場をとる
場合でも青色申告の場合の攻撃防禦方法としての主張制限として理解する余地もありうるとした上で，本件
が追加主張によっても納税者に格別の不利益を与えるものではないという昭和 56 年最判の判旨はそのこと
を示唆すると指摘される。安井栄二「判批」新・判例解説Watch19 号 248 頁（2016）も参照。藤谷武史「判




山本隆司「取消訴訟の審理・判決の対象―違法判断の基準時を中心に（1）―」曹時 66 巻 5 号 1106 頁（2014）
も参照。








































三ケ月章監修『新・実務民事訴訟講座 9』270 頁（日本評論社 1983），同「租税訴訟の訴訟物（審判の対象）」



















































































（13）金子宏『租税法〔第 23 版〕』1076 頁（弘文堂 2019）参照。
（14）縮小的ないし縮減的な理由の差替えがここでいう「格別の不利益」をもたらすものとして，理由の差替えが
認められないことになるのかという点は，さらに深い考察を要する。参考として，常岡孝好「処分理由の瑕
疵と処分の違法性に関する一考察―京都地判昭和 34 年 2 月 7 日下級裁判所民事裁判例集 10 巻 2 号 262 頁を
素材にして―」学習院 49 巻 1 号 7 頁以下（2013）参照。
―106―



























（15）参考として，後記Ⅲ 4の東京高裁平成 27 年 5 月 13 日判決（税資 265 号順号 12659）参照。占部裕典「更正
にかかる処分理由の差替えの許容性―更正の除斥期間経過後に処分理由の差替えは認められるか―」同志社
56 巻 3 号 24 頁（2004），同「租税訴訟における審理の対象―理由附記及び理由の差替えをめぐる諸問題―」
小川英明ほか編『新・裁判実務体系第 18 巻　租税争訟〔改訂版〕』138 頁（青林書院 2009）も参照。
（16）参考として，後記Ⅲ 3（3）の東京地裁平成 30 年 4 月 19 日判決（判時 2405 号 3 頁）参照。差替え後の事実
や証拠について，納税者が把握ないし熟知している，事実関係が明白である，納税者と課税庁との間で争い
がないといった事情がある場合に（前記 3参照），㋓のケースに該当することがありえよう。
（17）東京高裁平成 4年 10 月 29 日判決（税資 193 号 375 頁）参照。
（18）大阪高裁平成 14 年 6 月 14 日判決（訟月 49 巻 6 号 1843 頁），東京地裁平成 16 年 8 月 31 日判決（訟月 51 巻
8 号 2211 頁）参照。
（19）福岡地裁平成 17 年 2 月 22 日判決（税資 255 号順号 9939）参照。裁判所が理由の差替え前後で「基本的な課
税要件事実の同一性」が認められると判断したかは定かではないが，静岡地裁昭和 63 年 9 月 30 日判決（判






























（20）名古屋地裁平成 17 年 3 月 3 日判決（判タ 1238 号 204 頁），東京地裁平成 27 年 5 月 21 日判決（税資 265 号
順号 12666）参照。
（21）東京地裁平成 22 年 12 月 17 日判決（訟月 59 巻 1 号 186 頁）及び控訴審・東京高裁平成 23 年 10 月 6 日判決（訟
月 59 巻 1 号 173 頁）参照。参考として，徳島地裁平成 5年 7月 16 日判決（訟月 40 巻 6 号 1268 頁）も参照。
（22）参考として，山崎広道「処分理由の附記と理由の差替え」税法 569 号 231 頁（2013）も参照。
（23）各裁判例の検討において示されている法令等は当時のものである。なお，理由の差替えに係る裁判例の参考
として，酒井克彦「更正の理由附記を巡る諸問題（下-2）」税務事例 43 巻 4 号 66 頁以下（2011），佐藤繁「課
税処分の理由提示における実務上の諸問題」税大論叢 72 号 209 頁以下（2012），玉國文敏「判批」税研 178
号 288 頁以下（2014）参照。
―108―
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2　 東京地裁平成 8 年 11 月 29 日判決（判時 1602 号 56 頁）及び控訴審・東京高裁平成









































氏　　名 続　　柄 生年月日 学　　年 報 酬 額
B 三　男 昭 44・12・17 米国高校三年 2,4000,000 円
C 四　男 昭 45・10・24 米国高校二年 2,4000,000 円










































































施行規則 10 条の 3（過大な役員報酬の損金不算入等）が制定されるまで，同族会社等の行為計算否認規定（現

















　東京地裁平成 22 年 3 月 5 日判決（税資 260 号順号 11392）は，理由の差替えを認めなかっ












































































を無視するものであり，許されないと納税者が主張したものの，東京地裁平成 30 年 4 月
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たものであり，ここでいうような共通性は認められないという相違点があることに留意）。
　かような事案において，横浜地裁平成 16 年 2 月 4 日判決（税資 254 号順号 954）は，「各
株式の取得から売却に至る過程において原告が得た収益の評価に関するものであって，評
価の手法は異なるものの，その経済的取引に係る基礎的な課税要件事実は同一である」な
どとして，結局，理由の差替えを認めている（控訴審・東京高裁平成 17 年 2 月 17 日判決・



































（26）同様に，青色申告法人に各種の義務を課している代償としての趣旨を含む旨に言及した東京地裁平成 27 年 3
















税庁は，上記の支払を受けた対価の額が租税特別措置法 66 条の 4第 2項 1号ニ及び 2号
ロ，同法施行令 39 条の 12 第 8 項に定める方法（以下「利益分割法」という）により算定
した独立企業間価格（以下「本件独立企業間価格」という）に満たないことを理由に，同



















平成 27 年 5 月 13 日判決（税資 265 号順号 12659）は，次のとおり述べて，理由の差替え
を認めなかった。
―120―














































1 項と 22 条 2 項の内容，両規定の関係及び事実関係に鑑みると理由の差替えによって増
加する納税者の追加的負担や納税者が被ることになる不利益は，上記東京高裁判決の事案
とは異なる面があるという見方もなしうる。













る所得の金額の計算において，法人税法 61 条の 5第 1項に規定するデリバティブ取引に
係るいわゆるみなし決済利益額の益金の額への算入漏れがあるとして課税処分を行った。
これに対して，Xは，当該取引に係るみなし決済利益額は，同法 61 条の 6第 1項の規定
により適法に繰延べの処理をしたものであるから，課税処分は違法であるとして，取消し
を求めた。
　課税庁は，訴訟において，法人税法 61 条の 6第 1項を適用するための帳簿書類記載要
件を満たしていないため，同項に基づいて繰延ヘッジ処理による利益額等の繰延べの処理
をすることはできないなどと主張した。Xは，国税不服審判所における審査請求に対する
裁決に至るまで，同法 61 条の 6が定めるその適用を受けるための形式的要件（〔1〕金銭
に係るヘッジ対象資産等損失額ヘッジ要件，〔2〕帳簿書類記載要件，〔3〕期末時及び決済
時における有効性判定）は何ら問題とされたことはなく，課税庁による上記のような理由
（27）東京高裁平成 16 年 1 月 28 日判決（訟月 50 巻 8 号 2512 頁）。
（28）参考として，中里実「更正処分取消訴訟における根拠条文の差替え」税通 57 巻 16 号 17 頁以下（2002），占部・
前掲注（15）「更正にかかる処分理由の差替えの許容性」1頁以下，占部・前掲注（15）「租税訴訟における
審理の対象」125 頁以下参照。田中治「課税処分に係る理由の差替えの可否」税務事例研究 178 号 24 頁以下
（2020）も参照。
―122―
千葉商大論叢　第 59 巻　第 2号（2021 年 11 月）
の差替えは青色理由付記制度の趣旨に反する旨主張した。
（2）納税者において熟知しているはずの事柄等








摘されていたXのいう実質的要件に係るものとともに，いずれもXの平成 16 年 3 月期及






　控訴審・東京高裁平成 24 年 5 月 9 日判決（税資 262 号順号 11946）も，次のとおり，
判示して，理由の差替えを認めている。
　「Xが本件で追加することを問題とする各事由については，いずれもXの平成 16 年 3
月期及び平成 17 年 3 月期中の法人税に係る所得の計算において，本件各スワップ取引と



























　本件では，訴訟段階で，理由に付記されていなかった法人税法 61 条の 6第 1項を適用
するための帳簿書類記載要件の追加主張がなされており，これを認めると，訴訟上，納税
者に一定の追加的負担を強いる可能性がある。しかしながら，上記東京地裁判決は，課税





























































由に適用除外規定の適用認められず」T&Aマスタ 878 号 40～41 頁（2021）に依拠している。控訴に関して
同社HP参照。https://ssl4.eir-parts.net/doc/8136/tdnet/1939518/00.pdf〔令和 3年 9月 12 日最終閲覧〕。



































（31）最高裁昭和 38 年 5 月 31 日第二小法廷判決（民集 17 巻 4 号 617 頁）参照。理由付記の瑕疵の問題について，
泉絢也「理由付記の不備をめぐる事例研究」プロフェッションジャーナル 147 号以降参照。https://
profession-net.com/professionjournal/general-rule-article-72/〔令和 3年 9月 12 日最終閲覧〕。また，他の箇
所で引用する拙稿のほか，泉絢也「判批」租税訴訟 10 号 440 頁以下（2017），同「青色申告承認取消処分に
係る裁量統制手段としての理由付記―行政手続法下における判例法理の深化を企図して―」税法 578 号 3 頁
以下（2017）も参照。
―126―
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理由として十分なものであるかという観点のみならず，記載されていない事項がなぜ記載
されなかったのかという観点からも検討されるのである。
　付言するに，平成 23 年 12 月の国税通則法改正により，調査手続が整備され，国税に関
する調査の結果，更正決定等をすべきと認める場合には，当該職員は，当該納税義務者に
対し，その調査結果の内容（更正決定等をすべきと認めた額及びその理由を含む）を説明
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